
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

予
算
額

前年度繰越

579 521 494

0 0 0 0

■ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 □ 事業を現行どおり実施
今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

研修会を５年間実施して企業の環境に対する知識は高まったため、平成27年度は、ものづくり現場の環境に係る現場改善の取組を進め
る。

目標に対
する成果
の状況

平成25年度にRoHSによる大幅な環境規制の改正があった経緯から多くの参加者を見込んだが、改正から一年が経つこともあり参加者が
少なく目標に届かなかった。

 概算事業費（B（A）+C） 525 521 494 0

0 0

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　　分（単位：千円） 24年度 25年度

Aの
財源

521 494

概　算
人件費

0.00 0.00 0.00

0

525 521 494

0

521 494 －

合計（A) 579 0
133

26年度 27年度

当初予算 579

補正予算

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26事業実績
H26 H27

（当初） （決算） （当初）

環境対応に関する研修会の
開催

委託
国内外の環境規制の動向や省エネ・新エネルギー技
術の動向、MFCA等に関する知識と技術を習得するた
めの講習会を実施（４回）

494 494 －

県が関与
する理由

県関与の必要性あり
【左記の説明、根拠法令等】

県内中小企業の環境対応型への転換を加速するためには、県関与による低コストでの環境技術
の習得機会の提供が必要。

課・室 ものづくり振興課

総合５か年
計画

プロジェクト  E-mail mono@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
１－１　信州をけん引するものづくり産業の振興

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施： 検討中

0

県内中小企業が次の環境問題に的確に対応することにより、国際競争力ある環境対応型企業への転換を図る。
１　RoHS（特定有害物質規制）など、国内外の環境規制への対応
２　廃棄物の管理、環境関連法令の遵守
３　省エネ・新エネルギー技術に関する知識の習得

県内中小企業が環境対応型企業へ転換していくためには、様々な環境問題を解決できる環境関連の技術や知識を習得することが必要と
なっている。

成果目標の達成状況

項目

研修参加者数（人）

事業番号 ０６ ０４ ０３ 事業改善シート （26年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 製造業環境技術育成支援事業 担
当
課

部局 産業労働部

１成長市場の創出 実施期間 H22 ～ H26

100 86 未達成

環境規制やMFCA等の知識・技術を習得する研修会への参加者：100人以上。
※MFCA：製造工程のロスを負の製品コストとして評価を行う減価計算、分析手法。Material Flow Cost Accountingの略。

Ｈ26 H27
目標

H25末
（実績） 目標 成果 達成状況

－

合計 494 494


